
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

名古屋市の「住まいの窓口」で、高齢者や

障害者、所得が少ない方など住まいの確

保に配慮を要する方々を対象に、民間賃

貸住宅への入居に関する相談を受け付け

しています。（予約制・面談） 

住まいポートなごやの居住支援コーディ

ネーターと住宅相談員が相談対応しま

す。 

 

＜実施場所＞ 

名古屋市「住まいの窓口」 

 

＜相談日程＞ 

■令和 7年度上半期 

（月４回 原則第１月曜、第２土曜、第３・第４金曜） 

4月：7(月)・12(土)・18(金)・25(金) 

5月：10(土)・16(金)・23(金)・ 30(金)* 

6月：2(月)・14(土)・20(金)・27(金) 

7月：7(月)・12(土)・18(金)・25(金) 

8月：4(月)・9(土)・15(金)・22(金) 

9月：1(月)・13(土)・19(金)・26(金) 

 

＜時間帯＞ 

午後１時～午後４時 

 

＜予約受付＞ 

名古屋市「住まいの窓口」 

■相談を希望される月の前月１日（定休

日の場合は１日以降の営業日）から予

約受付。 

■市内に在住、在勤又は在学の方（予定を

含む）が対象。 

■予約受付電話番号 

052-961-4555 

＜民間賃貸住宅入居相談＞ 

 

 

住まいサポートなごやでは、高齢者や障害者、低所

得者などの住宅確保要配慮者の相談をいただき、相談

内容に応じて、不動産会社との調整、物件資料の提供、

内覧時・契約時の同席や引越し手続き等のサポートを

行っています。 

お話しを聞かせていただいた上で、ご本人や関係機

関と連携しながら役割分担を行い、支援をしています。

主に、ご本人の支援は福祉等の関係機関にサポートい

ただきながら、住まいサポートなごやは住宅分野も含

めた関係機関との連絡・調整を行います。相談支援の

結果、転居される方もいますが、転居せずに住み続け

るという選択をされる方もいらっしゃいます。 

 

ご相談をいただく中で住宅分野と福祉分野の連携が

重要だと痛感しており、その連携を推進していくこと

も住まいサポートなごやの役割の一つだと考えていま

す。 

今年度は様々な会議で「住宅と福祉との連携」につ

いて住宅関係者と福祉等関係者が協議をする機会を頂

戴しました。双方の困りごとや疑問、連携することで

期待されるメリットなどを共有し、住宅関係者と福祉

関係者の相互理解と連携強化を図る取り組みをすすめ

ています。 

福祉等の関係機関の方はもちろん、不動産仲介会社

や管理会社等住宅関係の方で、会議等で居住支援や、

住宅と福祉の連携について話題が上がるようでした

ら、是非住まいサポートなごやまでお声掛けくださ

い！ 

 

 

 

 

＜世帯概要＞ 

・60代 単身世帯 障害手帳所持  

・老朽化に伴い、立ち退きを求められている 

＜進捗＞ 

希望される条件に沿う物件がなかなか見つからず、約

1年間支援中です。相談当初の収入が少なかったため、

支援の中で生活保護を申請。ADLの低下が顕著であっ

た為、いきいき支援センターへ相談するなどを行い、

当面の生活を整えました。 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

住まいサポートなごやではご本人のお気持ちや生活を

大事に、関係機関と連携して支援をしています。 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 
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（ 名 古 屋 市 居 住 支 援 コ ー デ ィ ネ ー ト 事 業 ） 
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相談事例のご紹介 
 

住宅と福祉の連携

の取り組み 



 
 

 
 
名古屋市内を支援業務区域とする居住支援法人（※）のネットワークづくりの一環で「名古屋市

居住支援法人ネットワーク連絡会（以下、連絡会）」を年 2回程開催しています。 
※居住支援法人・・・都道府県知事の指定を受け、住宅確保要配慮者の方を対象に、賃貸住宅への
入居に係る住宅情報の提供・相談などを実施しています。 
 
令和 6年 12月に開催した連絡会では、住まい探しにおいて、今では一般的になってきた家賃債

務保証業者（以下「保証会社」）2社をお招きし、「保証会社とは何か、申し込みから審査、入居ま
での流れ、居住支援法人との連携事例等」具体例を交えながらお話しいただきました。 
「家賃の収受や滞納家賃の督促は業務の一部。生活
に困窮されている方は相談支援機関と協力すること
がある。」という言葉が印象的でした。 

また、居住支援法人の取り組み事例の発表や、参加
された居住支援法人同士で「①家賃債務保証会社に
ついて、②入居後支援について（見守り方法、終結等）
③住宅セーフティネット法改正について」意見交換
を行いました。 
 
 
 
 
 
 
 

 
単身世帯の増加、持ち家率の低下等が進む中、今後、高齢者・

低額所得者・障害者等の住宅確保要配慮者等の賃貸住宅への居住
ニーズが高まることが見込まれています。一方で、賃貸人（大家
さん）の中には、孤独死や死亡時の残置物処理、家賃滞納等に対
して懸念を持っている方がいます。 
令和６年の通常国会において、誰もが安心して賃貸住宅に居住

できる社会の実現を目指して、住宅セーフティネット法が改正さ
れました。施行は令和７年秋頃を予定さています。 
 
＜改正法の概要＞ 
・相続されない終身建物賃貸借の認可手続きの簡素化 
・居住支援法人による残置物処理の推進 

・要配慮者が利用しやすい家賃債務保証業者の認定制度の創設 
・居住支援法人等と連携した居住サポート住宅の認定制度の創設 
・住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化 
 

（出典元：国交省 HP（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000055.html）  
 
 

名古屋市居住支援法人ネットワーク連絡会レポート  

が改正されます 
 

 

 
発行：住まいサポートなごや 

（名古屋市居住支援コーディネート事業） 

【住 所】名古屋市熱田区新尾頭 2-2-7富春ビル４Ｆ 

 

【電 話】 ０５２-６８４-８５９７ 

【ＦＡＸ】  ０５２-６８４-８１３２ 

【Ｈ Ｐ】https://www.sumasapo-nagoya.jp/ 
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